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　日本国内に本社機能と多くの営業・サー
ビス拠点を持つキヤノンメディカルシステ
ムズでは，災害発生時の迅速な事業継続
と並行して，災害復旧を支援する活動を
行うための体制を整備し，事業継続計画
（BCP）を制定している。
　本稿では，キヤノンメディカルシステム
ズにおけるBCP，および災害発生時の事
業継続活動と医療施設の復旧支援活動の
事例について述べる。

キヤノンメディカルシステムズ
の事業継続計画書

　内閣府の発表1）によると，資本金10億
円以上の企業などにおけるBCP策定率
は，2009年度の約28％に対し，2021年
度は約70％まで上昇している。当社に
おいては，2008年に事業継続計画書を
制定し，2011年に発生した東日本大震
災時も，このBCPに沿って行動してい
る。同書の基本方針には，本社機能の
維持として，医療機器の継続供給や事
業遂行に重要な企業情報の保護，そし
て，災害発生地域を中心に医療機器を
早期に復旧させ，社会的責任を遂行す
ることを明記している。
　また，サービス部門による広域災害発
生時の行動基準には，災害対策本部や
コールセンターの設置，そして，災害発
生から経過日数に区分した各組織の活
動を定め，混乱する災害の中でも，それ
ぞれの組織が果たすべき役割を定義して
いる（図1）。

キヤノンメディカルシステムズ
の災害復旧の支援活動

　近年，大規模地震，集中豪雨などの
自然災害や，世界的な感染症の拡大（パ
ンデミック）など，多くの災害が発生し
ている。
　自然災害による装置の損傷には，
①機械的損傷（転倒，落下，レールの
曲がりなど），②電気的損傷（配線損傷
による通電不良やショートなど），③デー
タ異常・通信不良（HDD動作不良・
ネットワーク断線など），④冠水・漏水

による損傷（配管損傷からの漏水，津波
や洪水による浸水など）があり，災害の
種類によって装置の損傷の傾向が異な
る。特に漏水や浸水などによる損傷は復
旧困難な場合が多い。
　東日本大震災時における装置の復旧
活動，および新型コロナウイルス感染症
におけるキヤノンメディカルシステムズの
対応を紹介する。

1．東日本大震災（2011年）

　2011年3月11日の震災発生後まもな
く，社員の安全確認を行い，事業を継
続すべく，社内の被害状況の確認を開
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Ⅳ　BCP体制整備の実際
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─ キヤノンメディカルシステムズにおける
事業継続計画と災害復旧のための支援活動
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図1　 広域災害発生時の情報連携

広域災害発生（地震・水害など）
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●被災状況確認
●装置安全確認のため巡回訪問
●復旧作業の実施

緊急連絡
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